
 

 

 

 

Ⅱ 関東管内の食料・農業・農村をめぐる状況
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関東管内の農業に係る生産条件等は、以下のとおり。 

  

◎ 人   口：4,990 万人 ・・・・日本の総人口(1 億 2,644 万人)の約 40％ 

◎ 総 生 産：241 兆円  ・・・・日本全体の総生産（550 兆円）の約 44％ 

◎ 耕 地 面 積：77 万９千 ha ・・・・日本全体の耕地面積（442 万 ha）の約 18％ 

 ◎ 農 家 数：55 万４千戸 ・・・・日本の総農家数(215 万５千戸)の約 26％ 

 ◎ 農業産出額：２兆 2,476 億円 ・・日本の農業産出額（９兆 1,283 億円）の 

約 25％ 

 

 

関東の農業に係る生産条件等 

資料：総務省「平成 30 年人口推計」、 
内閣府経済社会総合研究所「平成 28 年度県民経済計算」、 
農林水産省「平成 30 年耕地及び作付面積統計」、「2015 年農林業センサス」、 

「平成 30 年生産農業所得統計」 
注：「耕地面積」は、田と畑の合計。 

 

記載上の注意点 

１：「関東」とは、関東農政局が管轄する茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県、山梨県、長野県及び静岡県の総称で、「その他道府県」とは関東を除いた 37 道府県を指す。 

２：「生産農業所得統計」の農業産出額について、 

１）全国及び管内の産出額は都道府県値を積み上げたものである。 

２）統計数値については、表示未満の数値を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合が

ある。 

３）（ ）内は構成比である。 

４）構成比については表示未満の数値で算出しているため、表示上の数値で算出した構成比と一致しな

い場合がある。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農 業 産 出 額

総 農 家

耕 地 面 積

総 生 産

総 人 口

関東 その他道府県

49,898千人

(39.5％)
76,545千人

(60.5％)

779千ha

(17.6％)

3,641千ha

(82.4％)

554千戸

(25.7％)
1,601千戸

(74.3％)

22,476億円

(24.6％)

68,807億円

(75.4％)

308兆円

(56.1％)
241兆円

(43.9％)

関東農業に係る指標 
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１ 気候等の自然条件 

 

◎ 関東の南側から東側は、平野や緩やかな丘陵台地、西側から北側は、山岳地帯や盆

地となっており、利根川水系（利根川、渡良瀬川、鬼怒川等）、荒川水系、天竜川水

系、千曲川水系（信濃川）等の大水系を有する。 

◎ 地形の条件や海洋の影響などの要素が相まって、関東の気候は多様性に富むもの

となっている。 

  

 

関東の地域特性と生産される主な農産物 

 

 

  

③高地・盆地地帯 

①平野部 

④都市農業地帯 

②温暖地帯 

青：農業振興地域 

橙：市街化区域 

緑：山地 

青線：高速道路 

栃木県 

茨城県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

山梨県 

長野県 

静岡県 
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100

150

200

250

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

露地作物が栽培される期間

(時間)

◎ 年間を通じて温暖な地域、夏季でも冷涼な地域、気温の日較差・年較差が大きく日

照時間が長い地域など地域によって気候条件が異なっている。 

 

  平年の月平均気温の推移        平年の８月 10 日頃の気温の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
資料：気象庁「アメダス」            

注：１）年間を通じて温暖な地域の代表例：東京、静岡 
２）夏季でも冷涼な高地の代表例：田代（群馬県嬬恋村） 
３）昼夜の寒暖差が大きい地域の代表例：甲府（山梨県）、松本（長野県） 
４）昼夜の寒暖差が小さい地域の代表例：銚子（千葉県） 

 
 
 

平年の月間日照時間の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：気象庁「アメダス」 

注：１）関東管内における日照時間が長い地域の代表例 ：甲府（山梨県）、長野 
２）関東管内における標準的な日照時間を示す地域例：東京、千葉 

 

日較差 
銚子 東京 甲府 松本 

3.4℃ 4.4℃ 7.6℃ 7.2℃ 

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

田代 東京 松本 静岡（℃）

（月）
20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

3 6 9 12 15 18 21 24

銚子 東京 甲府 松本(℃)

（時）
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２ 主要農畜産物の生産等の状況 
 
◎ 関東管内は、首都圏という大消費地を抱えながら、野菜、畜産、米、果実等いずれ

も全国の中で主要な生産地となっており、多様な農業が営まれている。 

◎ 関東管内の農業産出額は２兆２千億円で全国の25％を占める。部門別では野菜が

８千億円で最も多く、次いで畜産が６千億円、米が３千６百億円の順となって

いる。都県別では茨城県が４千５百億円（全国３位）、千葉県が４千３百億円（同

４位）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」 

 

 

農産物の産出額に占める関東の割合（全国=100％） 

 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 

注：１）「その他作物」とは、庭園樹苗木、街路樹苗木、山林用苗木等 
２）「加工農産物」とは、かんぴょう、干がき、かんしょ切干、荒茶、畳表等 
  

農業産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 管内部門別 管内都県別 

全 国

９兆1,283億円

（100％）

関東

22,476

（25）

九州

17,856

（20）東北

14,325

（16）

北海道

12,593

（14）

中国四国

8,797（10）

5,332（6）

東

海

4,787（5）

近

畿

4,128（5）

北

陸

沖縄 988（1）

管 内

２兆2,476億円

（100％）

野菜

8,039

（36）
米

3,613

（16）

果実

2,249（10）

畜産

5,962

（27）

1,025（5）

花き

その他

1,588

（7）

管 内

２兆2,476億円

（100％）

茨城

4,508

（20）

千葉

4,259

（19）
栃木

2,871

（13）

群馬

2,454

（11） 長野

2,616

（12）

静岡

2,120（9）

埼玉

1,758

（8）

山梨 953（4）

神奈川 697（3）東京 240（1）

43%

18%

26%

18%

31%

27%

35%

29%

21%

31%

18%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加工農産物

畜産

その他作物

工芸農作物

花き

果実

野菜

いも類

豆類

雑穀

麦類

米

関東 その他道府県

耕 
 

種 
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部門別都県の全国順位（平成30（2018）年） 

 

 

都県別の全国上位品目（平成30（2018）年） 

 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 

農　業 工　芸

産出額 農作物

全国 100.0 19.2 0.4 25.6 9.3 3.7 2.0 8.3 6.7 5.3

関東 100.0 16.1 0.3 35.8 10.0 4.6 1.4 5.9 7.8 6.2

24.6 20.6 18.4 34.6 26.8 30.8 17.8 17.6 28.7 28.6

1 北 海 道 新 潟 北 海 道 北 海 道 青 森 愛 知 北 海 道 北 海 道 鹿 児 島 茨 城

2 鹿 児 島 北 海 道 栃 木 茨 城 和 歌 山 千 葉 鹿 児 島 栃 木 宮 崎 千 葉

3 茨 城 秋 田 福 岡 千 葉 長 野 福 岡 沖 縄 熊 本 千 葉 鹿 児 島

4 千 葉 茨 城 佐 賀 熊 本 山 形 埼 玉 静 岡 千 葉 北 海 道 岡 山

5 宮 崎 山 形 群 馬 愛 知 山 梨 静 岡 熊 本 岩 手 群 馬 広 島

6 熊 本 宮 城 埼 玉 群 馬 愛 媛 長 野 群 馬 群 馬 茨 城 愛 知

7 青 森 福 島 熊 本 長 野 熊 本 茨 城 三 重 愛 知 岩 手 青 森

8 愛 知 千 葉 愛 知 青 森 静 岡 北 海 道 宮 崎 茨 城 栃 木 栃 木

9 栃 木 栃 木 岡 山 埼 玉 福 島 鹿 児 島 京 都 宮 城 愛 知 北 海 道

10 岩 手 岩 手 茨 城 栃 木 岡 山 熊 本 岩 手 岡 山 青 森 三 重

関東の
全国シェア

構成比

　
米 麦　類 野　菜 果　実 花　き 生　乳 豚 鶏　卵

全
国
順
位
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7,578 

23,718 

1,879 

4,160 

578 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H26 27 28 29 30 元 （年産）

←加工用米

←飼料用米

←稲発酵粗飼料用稲
米粉用米

その他

（ha）

310 
291 287 284 286 287 

1,681 

1,529 

1,549 

1,512 

1,537 

1,495 

0

500

1,000

1,500

2,000

200

250

300

350

400

H26 27 28 29 30 元

(千ha)

(年産)

(千ｔ)

（
収
穫
量
）

（
作
付
面
積
）

作
付
面
積

収穫量

（１） 米麦 

 米  

◎ 関東管内は、関東平野を北西から東へ流れる利根川をはじめ大小の河川があり、そ

の流域では水稲が多く作付けされている。農業産出額でみると、農政局別では東北に

次いで３千６百億円となっており、管内都県別では、茨城県が 868 億円（全国４位）、

千葉県が 728 億円（同８位）となっている。 

  関東管内の令和元（2019）年産水稲（子実用）の作付面積は 28 万７千 ha で、近

年、ほぼ横ばいに推移しており、加工用米、新規需要米の作付面積については減少し

ている。飼料用米は、栃木県、茨城県、千葉県で、稲発酵粗飼料用稲は、栃木県、千

葉県で、米粉用米は、埼玉県、栃木県、群馬県で多く作付けされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
水稲（子実用）の作付面積及び収穫量の推移     加工用米、新規需要米の作付面積の推移 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 

主産県の用途別作付面積（平成 26（2014）年産と令和元（2019）年産の比較） 
   （主食用米）      （飼料用米）      （稲発酵粗飼料用稲） （米粉用米） 

 
 

資料：農林水産省、「生産農業所得統計」、「作物統計」、関東農政局調べ 

注：１）新規需要米とは、飼料用米、米粉用米、稲発酵粗飼料用稲等である。 

２）新規需要米の「その他」とは、平成 26(2014)～29(2017)年産は、輸出用米、酒造用米、青刈り用稲等の合計。 

平成 30(2018)年産、令和元年産は、新市場開拓用米(輸出用米等)、青刈り用稲等の合計。 

３）作付面積（子実用）とは、青刈り面積（飼料用米等を含む。）を除いた面積である。  
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米の産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 管内都県別 

全 国

1兆7,513億円

（100％）
関東

3,613

（21）

九州

1,873

（11）

東北

4,622

（26）

1,122（6）

北

海

道

中国四国

1,707（10）

802（5）

東

海1,281（7）

近

畿

北陸

2,489

（14）

沖縄 6（0）

管 内

3,613億円

（100％）

茨城

868

（24）

千葉

728

（20）栃木

714

（20）

群馬 166（5）

長野

473

（13）

静岡 194（5）

埼玉

370

（10）

山梨 63（2）その他（神奈川 36（1）、

東京 1（0））
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 麦  

◎ 関東管内における麦作は、群馬県、埼玉県、茨城県における小麦、栃木県におけ

る二条大麦（ビール大麦）が中心であり、栃木県、群馬県、埼玉県では、水稲との

二毛作体系に取り組んでいる地域も多い。関東管内の農業産出額は 76 億円、都県別

では栃木県の 43 億円をはじめ群馬県、埼玉県の順となっている。麦種別では、二条

大麦が 51 億円で最も多く、次いで小麦が 21 億円となっている。近年、消費者・実

需者のニーズに対応した品種が育成され、国内産麦への需要が高まっている。 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 注：未公表の都道府県は集計から除外した。 
 

 
 麦種別作付面積（令和元(2019)年産）  消費者・実需者のニーズに対応した新品種 

 

 
資料：農林水産省「作物統計」、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構次世代作物開発研究セン 

   ター、長野県農業試験場各資料 

 注：硝子率とは、高タンパクで実の部分が半透明になった粒の割合。硝子率が高いと品質評価が低くなる。 

麦種 
品種名 
主な用途 

 
主な特徴 

小麦 

ゆめかおり 

パン用 

・小麦粉の吸水性が高く、カナダ産の「１

CW(No.1CanadaWestern)」と同等の製パン

性である。 

・縞
しま

萎縮病
いしゅくびょう

、赤さび病に強く、「ユメアサ

ヒ」に比べ、早熟で倒れにくく、収量性が

優れている。 

六条大麦 

ホワイトファイバー 

麦ごはん用 

・もち性の大麦である。 

・糖質の吸収コントロールや血中コレステ

ロールの抑制などの効果がある水溶性食物

繊維β-グルカンの含量が従来品種「シュ

ンライ」よりも高い。 

・硝子率が「シュンライ」よりも低く、精

麦白度が優れる。 

麦の産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 管内都県別 管内麦種別 

全 国

414億円

（100％）関東
76

（18）

北海道

232

（58）

その他
15

（4）

九州

66

（16）

東海 12（3）
中国四国 13（3）

管 内

76億円

（100％）

5（7）

茨

城

栃木

43

（57）
群馬

12

（16）

埼玉

11

（14）

その他 1（1）
3（4）

長

野

管 内

76億円

（100％） 二条大麦

51

（67）

小麦

21

（28）

その他

4 

（5）

0

2

4

6

8

10

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 長野県

（千ha）
小麦 二条大麦 六条大麦
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（２）野菜 

◎ 関東管内の野菜は、温暖な太平洋沿岸と関東平野、高所冷涼な群馬県（山間）、長

野県に分かれ、各地域の気象特性に合わせた生産が盛んに行われている。 

  重要野菜であるキャベツを例に挙げると、春ものが千葉県、神奈川県で、夏秋もの

が群馬県、長野県で、冬ものが千葉県、神奈川県で栽培され周年で首都圏に出荷され

ており、近年では加工・業務用野菜の需要が増加している。また、施設野菜であるト

マトでみると、栃木県では冬春ものを、茨城県では夏秋ものを中心に、千葉県、群馬

県では冬春ものと夏秋ものの双方が栽培されている。 

  そのほか、管内では、葉茎菜類（ねぎ、ほうれんそう）、果菜類（きゅうり、なす）、

果実的野菜（いちご、メロン）など多様な品目が栽培されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 
 
 

 キャベツ   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「作物統計」 

野菜の産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 管内都県別 管内品目別 

平成 30(2018)年産収穫量（年産計）  季節区分別収穫量（指定産地・管内上位市町村） 

横須賀市 
春（３位） 
冬（２位） 

銚子市 
 春（１位） 
 冬（１位） 

三浦市 
 春（２位） 
 冬（３位） 

嬬恋村 
 夏秋（１位） 

長野原町 
 夏秋（２位） 

南牧村 
 夏秋（３位） 

全 国

2兆3,212億円

（100％）

関東

8,039

（35）

九州

4,274

（18）

沖縄 158（1）

中国四国

2,466

（11）
東北

2,683

（12）

北海道

2,271（10）

1,580（7）

東

海

近畿 1,139（5）
北陸 602（3）

管 内

8,039億円

（100％）

茨城

1,708

（21）

千葉

1,546

（19）

栃木

815（10）

群馬

983

（12）

長野

905

（11）

静岡

643

（8）

埼玉

833

（10）

山梨 112（1）
神奈川 360（4）

東京 134（2）

管 内

8,039億円

（100％）

ねぎ

655

（8）

はくさい

273（3）

その他

3,180

（40）

いちご

633

（8） トマト

597（7）

レ
タ
ス
489（6）

ほうれんそう

444（6）

キャベツ

490（6）

きゅうり

536（7）

だいこん

250（3）

メロン
235（3）

なす
257（3）

全 国

1,467千ｔ

（100％）

茨

城

110

（7）

千

葉

125

（9）

群馬

276

（19）

長

野

69（5）

その他

495

（34）

神
奈
川

71（5）

愛知

246

（17）

鹿

児

島

76(5）

市町村 （ 都 県 ） 収穫量

ｔ

１位 銚 子 市 （ 千 葉 ） 42,400   

２位 三 浦 市 （神奈川） 31,300   

３位 横須 賀市 （神奈川） 7,590    

市町村 （ 都 県 ） 収穫量

ｔ

１位 嬬 恋 村 （ 群 馬 ） 235,800  

２位 長野 原町 （ 群 馬 ） 13,800   

３位 南 牧 村 （ 長 野 ） 12,600   

市町村 （ 都 県 ） 収穫量

ｔ

１位 銚 子 市 （ 千 葉 ） 42,700   

２位 横須 賀市 （神奈川） 9,040    

３位 三 浦 市 （神奈川） 8,290    

春　（当年４月～当年６月）
 順位 

 順位 
夏秋　（当年７月～当年10月）

 順位 
冬　（当年11月～翌年３月）
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東京都中央卸売市場における関東産キャベツの入荷量（令和元（2019）年） 

 
資料：東京都中央卸売市場「令和元年市場取引情報」 

 

 

 トマト  

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

5

10

15

20

１月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（百万ｔ） 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 山梨 長野 静岡 関東以外

関
東
以
外

神
奈
川千

葉

群
馬

長野

茨
城

東京

栃木市 
 冬春（１位） 

足利市 
 冬春（２位） 

伊勢崎市 
 冬春（３位） 

旭市 
 冬春（４位） 
 夏秋（３位） 

宇都宮市 
 冬春（５位） 

筑西市 
 夏秋（２位） 

沼田市 
 夏秋（４位） 

八街市 
 夏秋（５位） 

鉾田市 
 夏秋（１位） 

 季節区分別収穫量（指定産地・管内上位市町村） 平成 30(2018)年産収穫量（年産計） 

資料：農林水産省「作物統計」 

全 国

724千ｔ

（100％）

茨城

46（6）
千

葉

37

（5）

熊本

137

（19）

その他

298

（41）

栃

木

36

（5）

北海道

55（8）

愛知

47（6）

福

島

23

（3）

群

馬

22（3）

岐

阜

23（3）

市町村 （ 都 県 ） 収穫量

ｔ

１位 栃 木 市 （ 栃 木 ） 5,100   

２位 足 利 市 （ 栃 木 ） 4,510   

３位 伊勢崎市 （ 群 馬 ） 4,250   

４位 旭 市 （ 千 葉 ） 3,240   

５位 宇都宮市 （ 栃 木 ） 3,120   

市町村 （ 都 県 ） 収穫量

ｔ

１位 鉾 田 市 （ 茨 城 ） 15,400  

２位 筑 西 市 （ 茨 城 ） 3,170   

３位 旭 市 （ 千 葉 ） 2,730   

４位 沼 田 市 （ 群 馬 ） 2,560   

５位 八 街 市 （ 千 葉 ） 2,380   

冬春　（前年12月～当年６月）
 順位 

 順位 
夏秋　（当年７月～当年11月）
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（３）果樹 

◎ 関東管内の果樹は、太平洋に面した静岡県、神奈川県等の温暖地帯でみかん、千葉

県、茨城県等の平野部を中心に日本なし、山梨県、長野県等の高地・盆地において、

ぶどう、りんご、もも等が、それぞれの地域の気候や地形に合った品目が栽培されて

いる。農業産出額でみると、関東は全国で最も多く２千２百億円、管内都県別では長

野県が 714 億円、山梨県が 629 億円となっており、品目別ではぶどう、日本なし、り

んごの順となっている。 

 関東管内の栽培品種は、消費者ニーズを敏感に反映したものとなっており、ぶどう

ではシャインマスカットの割合が平成 26（2014）年産の６％から平成 29 年（2017）

年産では 13％へと増加している。 

 また、神奈川県、静岡県のうんしゅうみかんがカナダへ、山梨県のもも・ぶどう・

すももが東・東南アジアへ、長野県のりんごが香港へ、ぶどう・りんご・ももが台

湾へ、茨城県の日本なしがシンガポールへ、千葉県の日本なしがタイ・マレーシア

へ輸出されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 
 

管内の主要果樹品種別結果樹面積等の構成比（平成 29（2017）年産） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「特産果樹生産動態等調査」 

果実の産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 管内都県別 管内品目別 

全 国

8,406億円

（100％）

関東

2,249

（27）

九州

1,259

（15）

中国四国

1,361

（16）

東北

2,016

（24）

そ

の

他
近畿

944

（11）

管 内

2,249億円

（100％）

茨城 112（5）

千葉

157（7）

栃木 80（4）

群馬 83（4）
長野

714

（32）

静岡

298

（13）

埼玉 61（3）

山梨

629

（28）

神奈川 82（4）

東京 33（1）

管 内

2,249億円

（100％）

ぶどう

706

（31）

もも

256

（11）

その他

297

（13）

日本なし

371

（16）

りんご

328

（15）

みかん

291

（13）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ぶどう

（生食用）

日本なし

りんご

うんしゅう

みかん
普通 71 早生 23 6

ふじ 51 つがる 19

ｼﾅﾉｽｲｰﾄ ｼﾅﾉｺﾞｰﾙﾄ 秋映

その他
10

幸水 46 豊水 30 新高
6

南水

5

あきづき

その他

9

4610

極早生

4

その他 18
甲洲
7

ピオーネ
10

ｼｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ

巨峰 44 13

ﾃﾞﾗｳｴｱ

8
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資料：農林水産省「作物統計」 

ぶどうの収穫量（平成 30(2018)年産） 

日本なしの収穫量（平成 30(2018)年産） 

りんごの収穫量（平成 30(2018)年産） 

みかんの収穫量（平成 30(2018)年産） 

全 国

175千ｔ

（100％）

山形

16

（9）

山梨

42

（24）その他

岡山

15

（9）

長野

31

（18）
福

岡

7（4）

全 国

756千ｔ

（100％）

47（6）岩手

青森

446

（59）

そ

の

他
41（5）山

形

長野

142

（19）

26（3）

福

島

全 国

232千ｔ

（100％）
栃木

20（9）

千葉

30

（13）

その他

福島

17（7）

茨城

24（10）

鳥取

16

（7）

長野

14

（6）

全 国

774千ｔ

（100％）

熊本

90

（12）

和歌山

156

（20）その他

静岡

115

（15）

愛媛

114

（15）

長

崎

50（6）
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（４）花き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」 

 

・花きの主な産地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」 
  

◎ 関東管内は花きの生産が盛んで、産出額では全国の 31％を占める１千億円となっ

ている。都県別では千葉県の 193 億円をはじめ、埼玉県、静岡県など幅広い地域で

生産されている。種類別では、切り花類が半数を占め、次いで鉢もの類、花き苗類

が生産されている。 

管内３位 

南房総市 
37.7 億円 

管内２位 

神栖市 
37.7 億円 

管内４位 

深谷市 
27.1 億円 

管内５位 

さいたま市 
23.7 億円 

管内１位 
浜松市 

61.2 億円 

花きの産出額（平成 30（2018）年） 

農政局別 全国都道府県別 管内種類別 

全国 4位 
埼玉県 

160 億円 

全国 2位 

千葉県 
193 億円 

全国５位 
静岡県 
157 億円 

全 国

3,327億円

（100％）

東北

254（8）

中国四国

289（9）

北陸 94（3）
北海道 131（4）

関東

1,025

（31）

九州

614

（18）

沖縄 88（3）

東海

655
（20）

近畿 176（5）

全 国

3,327億円

（100％）

茨

城 137（4）

長野 138（4）北

海

道

131（4）

鹿

児

島

122（4）

愛知

543

（16）

静岡 157（5）

福岡 172（5）

千葉 193（6）

その他

埼玉 160（5）

管 内

1,025億円

（100％）鉢もの類

331

（32）

切り花類

527

（51）

花き苗類

132

（13）

その他

35

(3)
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（５）工芸農産物（茶・こんにゃくいも） 

 茶  
 
◎ 関東管内の主な産地は、静岡県、埼玉県となっている。農業産出額では、静岡県が

187 億円（全国１位）となっている。平成 30（2018）年の管内主産県の栽培面積は静

岡県が１万 6,500ha、埼玉県が 855ha で全国の 41.8％を占める。荒茶生産量は静岡

県が３万 3,400ｔ、埼玉県が 898t で全国の 39.7％を占める。 

 

茶（生葉）の産出額（平成 30(2018)年）   静岡県の栽培面積と荒茶生産量（累年） 

 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」         資料：農林水産省「作物統計」 

 こんにゃくいも  
 
◎ 全国で生産されるこんにゃくいものほとんどが、管内主産県（群馬県及び栃木

県）で生産されている。関東管内の産出額は 87 億円（平成 30（2018）年）で、栽

培面積は 3,470ha、収穫量は５万 4,900ｔとなっている。 

 

こんにゃくいもの産出額（平成 30(2018)年）    群馬県の栽培面積と収穫量（累年） 

 
資料：農林水産省「生産農業所得統計」      資料：農林水産省「作物統計」 

18,100 
17,800 

17,400 
17,100 

16,500 

33.1 31.8 
30.7 30.8 

33.4 

0.0

20.0

40.0

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

H26 27 28 29 30

(ha)

(年産)

(千ｔ)

（
荒
茶
生
産
量
）

（
栽
培
面
積
）

栽
培
面
積

荒茶生産量

3,360 3,390 3,370 3,350 3,280 

54.2 
56.5 

69.5 

59.7 

52.1 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

2,000

3,000

4,000

5,000

H26 27 28 29 30

(ha)

(年産)

(千ｔ)

（
収
穫
量
）

（
栽
培
面
積
） 栽

培
面
積

収穫量

群馬

82

（92）

4（4）

そ

の

他

全 国

89億円

(100％)

3（3）

栃

木

静岡

187

（30）

三重

54（9）

京都

42（7）

福岡 26（4）

宮崎 19（3）

愛知 15（2）
埼玉 19（3）

その他

68（11）

全 国

615億円

(100％)

鹿児島

185

（30）
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（６）畜産 

◎ 関東管内は畜産も盛んである。農政局別の農業産出額では、生乳が北海道に次ぎ

１千３百億円（全国２位）、肉用牛が８百億円（同４位）、豚が１千８百億円（同２

位）、鶏卵は１千４百億円（同１位）となっている。 
 
 生乳  

全国シェアと関東管内の主な生産地（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省、「生産農業所得統計」(以下同じ) 
 
 
 

 肉用牛  

全国シェアと関東管内の主な生産地（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

管内４位 
富士宮市 
42.0 億円 

管内５位 
小美玉市 
39.8 億円 

管内１位 
那須塩原市 
155.7 億円 

管内３位 
那須町 

46.0 億円 管内２位 
前橋市 

58.3 億円 

管内３位 

常陸大宮市 
37.0 億円 

管内２位 
前橋市 

37.8 億円 

管内１位 
太田市 

39.1 億円 

管内４位 
那須町 

32.2 億円 
管内５位 
大田原市 
27.9 億円 

全国２位 
栃木県 

350 億円 

全国６位 
群馬県 

218 億円 

全国４位 
千葉県 

234 億円 

全国８位 

茨城県 
183 億円 

全国 11位 
長野県 
104 億円 

全国９位 
栃木県 
208 億円 

全国 13 位 
茨城県 
164 億円 

全国 14 位 

群馬県 
161 億円 

全 国

7,473億円

（100％）

関東

1,315

（18）

九州

662（9）

北海道

3,826

（51）

東北

601（8）

457（6）中国

四国

291（4）

東

海

近畿 191（3）
北陸 95（1）

沖縄 35（0）

全 国

7,416億円

（100％）

東北

1,042

（14）

北海道

1,016

（14）

関東

842

（11）

九州

3,124

（42）

中国四国

491（7）

東海 319（4）

近畿 292（4）
沖縄 223（3）北陸 66（1）
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 豚  

全国シェアと関東管内の主な生産地（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 鶏卵  

全国シェアと関東管内の主な生産地（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管内５位 
いすみ市 
58.3 億円 

管内３位 
坂東市 

70.4 億円 

管内４位 
石岡市 

62.9 億円 

管内１位 
小美玉市 

153.6 億円 

管内２位 

富士宮市 
81.9 億円 

管内２位 
鉾田市 

148.0 億円 

管内１位 
旭市 

173.4 億円 

管内５位 

成田市 
89.8 億円 

管内４位 
前橋市 

92.4 億円 

管内３位 
桐生市 

139.3 億円 

全国６位 

茨城県 
405 億円 

全国３位 

千葉県 
458 億円 

全国５位 
群馬県 
409 億円 

全国８位 
栃木県 
257 億円 

全国１位 
茨城県 

449 億円 

全国２位 
千葉県 

341 億円 

全 国

6,104億円

（100％）

関東

1,754

（29）

九州

1,818

（30）

東北

978

（16）

北海道

439（7）

東海

401（7）

中国四国 364（6）

北陸 183（3）
沖縄 132（2）近畿 35（1）

全 国

4,848億円

（100％）

関東

1,386

（29）

中国四国

798

（16）
東北

699

（14）

九州

674

（14）

東海

514

（11）

近畿

279（6）

北陸 268（6）

北海道 188（4）沖縄 41（1）
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コラム 

 

 

 

・統計データを活用して山梨県の農業を紹介した記事（関東農政局山梨県拠点作成）が地

方新聞に連載 

 

 

 

 

 

統計調査の結果は、農林水産行政推進の基礎資料として

活用されるが国共有の財産として広く一般に利活用される

ことが望ましい。          

そこで、統計データをグラフや表に整理し、内容を解説し

た原稿を新聞に掲載してもらう取組を検討。山梨県下で最

も読者数が多い山梨日日新聞に、本取組の企画案及び原稿

案を持って、掲載の依頼を行った。その結果、本年 1 月か

ら第４月曜日に｢月曜経済｣という欄に掲載される機会を得

た。 

山梨県民が日頃から目にするぶどう棚やももなどの畑であるが、「知っているようで知ら

ない山梨県の農業」をグラフなど視覚化しわかりやすい解説も付加することで、雑学的な

要素も含めた記事として読者に興味をもってもらうように工夫している。  

 

山梨県の旬の農産物等について、統計データを加工したグラフや表と、その内容を

解説した原稿を山梨県の地方紙である山梨日日新聞に提供し、 ｢データで見る山梨の

農業｣が、令和２（2020）年 1月から毎月 1回掲載されている。 

月別のテーマ 

掲載月 掲載内容

１月 耕地面積

２月 農業産出額

３月 トマト

４月 スイートコーン

５月 おうとう

６月 もも

７月 ぶどう
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関東 
会員数：
1,554 

(44.7％) 

その他 
 道府県 
会員数：
1,921 

(55.3％) 

３ 食料の販売環境、物流等の状況 

 

 

 

 

 

 

 食料品関連事業所数           食育活動の推進に係る 

（各都道府県平均）            ネットワークの会員数 

 

 

 

 

 

資料：総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査結果」      資料：関東農政局作成 
注：「食料品関連事業所」とは、「経済センサス」の産業分類    注：関東は、平成 31(2019)年４月現 

における、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、      在、その他は、平成 28(2016)年 
飲食料品卸売業、各種商品小売業、飲食料品小売業、飲      度現在 
食店、持ち帰り・配達飲食サービス業を営む事業所を指す。 

 

全国に占める関東の農産物直売所等の状況（全国=100％） 

事業所の割合            販売金額の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 農林水産省、「平成 29 年度６次産業化総合調査報告」 

 

 

 

 

 

 

◎ 関東の主要都市の大多数は、大消費地である東京から 200km 圏内に集中。また、

鉄道網、道路網が発達するとともに、大規模な空港、港湾が整備され、物流面での

条件は他の地域よりも有利である。都市部と農村地域の経路上には、多くの農産物

直売所や観光農園が存在。大消費地を中心に多数の食料品関連事業所や教育機関が

存在しており、産地と連携した食育等も盛んに行われている。 

19,397

39,972

0 10,000 20,000 30,000 40,000

その他

道府県

関東

29.6%

38.4%

50.3%

18.6%

23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農産物の加工

農産物直売所

観光農園

農家民宿

農家レストラン

関東 その他道府県

29.2%

30.9%

46.3%

35.7%

25.3%
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農産物の加工

農産物直売所

観光農園

農家民宿

農家レストラ

ン

関東 その他道府県
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・農産物出荷先別の経営体の割合 

 

 

 

農産物出荷先別の経営体の割合（複数回答） 

 
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」 

 

・訪日外国人の動向 

 

 

 

 

 

全国の訪日外客数の推移        訪日外国人アンケート（平成 30(2018)年）  

今回したこと 次回したいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：日本政府観光局(JNTO)「年別訪日外客数」 

注：法務省資料に基づき、外国人正規入国者 
のうちから日本に永続的に居住する外国 
人を除き、さらに一時上陸客等を加えて 
集計。                 資料: 農林水産省「農泊の推進について」 
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24.6
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26.7
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0.9

12.7

23.4

26.4

4.6
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19.8

29.3

84.0

73.9

66.1

33.9

28.1

44.7

96.2
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治療・検診
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日本の日常生活体験
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スキー・スノーボード

テーマパーク

美術館・博物館

ショッピング

繁華街の街歩き

自然・景勝地観光

温泉入浴

旅館に宿泊

日本の酒を飲むこと

日本食を食べること

今回したこと

次回したいこと

（％）

◎ 全国的にみて、訪日外国人旅行者は年々増加。訪日外国人旅行者のうち「自然体

験ツアー・農漁村体験」をした者は７％に留まる一方、次回は体験したいと答えた

者は 16％存在することから、関東管内においても、農泊に向けた動きが活発化しつ

つある。 

◎ 小売業者、消費者への直販を行う経営体の割合は、それぞれ約 12％、約 24％と他

道府県より高い。一方で、農協への出荷割合は、約 63％と他道府県より低い。 
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◎ 関東管内の認定農業者数は、５万１千経営体で全国の２割を占め、近年は横ばい

傾向となっている。これは、新規の認定者がいる一方、計画期間を終えた認定者が

高齢等を理由に再認定申請を行わないことによる。法人については、全国と同様に

増加している。 

◎ 認定農業者の営農類型別では、単一経営が３万経営体（構成比 59％）、複合経営

が２万１千経営体（同 41％）。単一経営における営農類型を全国と比べると、「露

地野菜」(関東の構成比 15％、全国の構成比７％)、「果樹類」(同９％、同７％)な

どの割合が高く、「稲作」(同 11％、同 17％)の割合が低い。 

４ 担い手の状況 

・認定農業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定農業者数の推移             農政局別認定農業者数 

（平成 31(2019)年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定農業者の増減理由（平成 31(2019)年、関東） 

  
営農類型別認定状況平成（平成 31(2019)年） 

 

 
資料：農林水産省「認定農業者の認定状況」 
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・新規就農者、外国人労働者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東管内の新規就農者（独立自営・新規参入）の作目別割合（平成 30(2018)年） 

  資料：各都県調べ 

 

関東管内の農業分野の外国人労働者数の推移（上位５県） 

 

資料：厚生労働省各県労働局「外国人雇用状況の届出状況」（各年 10 月末現在） 

注：H27.10～H29.10 については、農業・林業における外国人労働者数 
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◎ 平成 30（2018）年度の関東管内の新規就農者数は 2,639 人で自営就農 1,082

人、新規参入 524 人、雇用就農 1,033 人となっている。 

このうち新規就農者（雇用就農除く）を作目別で見ると、関東全体では、野菜

が 6割を占め、果樹が 2割となっているが、県別に見ると、山梨県では果樹の割

合が高くなっている。 

◎ 生産現場においては恒常的に労働力の確保が難しい状況となっており、外国人

労働者数は年々増加している。また、令和元（2019）年４月から、一定の専門性

と技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、新たな在留資格（特定技

能）が設けられた。 

稲作

8.1

畜産

4.4

野菜

58.7

果樹

18.9

花き

4.8

工芸作物

1.0

その他

4.2

関 東

（100％）

稲作

1.6 畜産

2.4

野菜

16.5

果樹

72.4

花き

1.6

工芸作物

0.0

その他

5.5

山梨県

（100％）



- 96 - 

 

◎ 関東管内の経営耕地総面積の約 55％が平地農業地域、約 25％が都市的地域、約

20％は中山間地域に属している。 

◎ 農地の約 80％が平地農業地域又は都市的地域に属し、他の地域よりも農業生産

に有利な条件にあると考えられる。 

◎ 荒廃農地の面積は高止まりの状況にあり、特に近年は再生困難な農地が増えてい

る。 

◎ 農地の転用面積は国全体の転用面積の 29.5％となっており、関東管内の耕地の全

国に占める割合（17.7％）に鑑みれば、関東管内は開発圧力が高いと考えられる。 

24.6%

55.1%

16.0%
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５ 農地の状況 

 

 

 

 

 

農業地域類型区分 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」 

注：農業地域類型区分とは、地域農業の構造を規定する基盤的な条件（耕地や林野面積の割合、農地の傾
斜度等）に基づき、旧市町村を「都市的地域」、「平地農業地域」、「中間農業地域」、「山間農業地域」
の４つに区分したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

関東管内の転用面積と耕地面積の割合 

農地の転用面積（平成 28(2016)年） 

 

 

 

 

 

耕地面積（平成 30(2018)年） 

 

 

 

 
 
 

資料：農林水産省「平成 28 年農地の移動と転用」、「平成 30 年耕地及び作付面積統計」 
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都市農業に関連する指標（試算）     生産緑地地区の指定面積等の割合 

（全国=100％）              （全国=100％） 

  

資料：国土交通省、「都市計画現況調査」        資料：国土交通省「都市計画現況調査」 
注：市街化区域内農地は平成28(2016)年1月1日     注：市街化区域内農地は平成28(2016)年1月 

時点、生産緑地は平成28(2016)年３月31日        1日現在、生産緑地は平成28(2016)年3  
時点。                        月31日現在。 
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◎ 全国において都市農業が営まれている市街化区域内の農地は全農地の約２％であ

るが、都市農業を営む農家の販売金額、戸数は全体の約１割を占める。 

◎ 関東管内における生産緑地、市街化区域内の農地面積は、全国の同面積のそれぞ

れ約６割、約４割に及ぶ。 


